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生活習慣病（NCDs: Non-communicable diseases（非感染性疾患））の予防は社会保障制

度の安定と健康寿命の延伸のための健康課題であり、課題解決に向けた中核的な対策とし

て特定健診・特定保健指導が行われています。歯科口腔保健との関連としては、糖尿病など

主な生活習慣病との関連を示すエビデンスの蓄積により、特定健診・特定保健指導の第 3 

期（2018 ～ 2023 年度）から標準的な質問票に咀嚼（食事をかんで食べるときの状態）に

関する質問が組み込まれました。また、医療情報等のデジタル化の進展により、条件が整え

ば歯科医療機関でも受診患者の特定健診結果を閲覧できるようになりました。 

 

以上を踏まえ、日本口腔衛生学会は、特定健診・特定保健指導において歯科口腔保健が果

たす役割について、コモンリスクアプローチの考え方に基づき、とくに歯科口腔保健と親和

性の高い咀嚼が食生活に及ぼす影響等を中心に、以下に記す内容を提唱します。 

 

１．歯科口腔保健対策が生活習慣病対策でもあること 

２．特定保健指導を行う場として歯科医療機関が活用できること。そのための方策として、

管理栄養士等が歯科医療機関で患者に指導することが可能であること、及び課題とし

て初回面接・支援計画・実績評価を行う職種の枠を歯科専門職にも拡げること 

３．咀嚼（食事をかんで食べるときの状態）の不良が疑われた受診者には、メタボリックシ

ンドロームのリスクにかかわらず歯科医療機関へ受診勧奨を組織的に行うこと、及び

速食いの（人と比較して食べる速度が速い）の受診者には、これを是正する保健指導が

必要であること 

４．多分野・多職種が連携したコモンリスクアプローチが必要であること 

５．メタボリックシンドローム及び循環器疾患・糖尿病等の生活習慣病と歯科口腔保健との

関連および因果関係を明らかにするための研究を推進すること 

６．パーソナルヘルスレコードの利活用及び歯科口腔保健情報の充実と他分野の共有をは

じめとする医療 DX（デジタルトランスフォーメーション）を推進すること 

  



【解説編】 
 

１. 歯科口腔保健対策が生活習慣病対策でもあること 

 

生活習慣病は行政用語であり 1)、学術用語として明確に定義づけられているものではあり

ませんが、２つの基準が示されています。その一つが 1996 年に公衆衛生審議会より厚生

省（当時）に意見具申 2)されたものであり、そのなかで歯科二大疾患の一つである歯周病が

生活習慣病として例示されています。この考え方に基づけば、もう一つの歯科二大疾患であ

るう蝕（むし歯）も糖質の頻回摂取がリスク要因であることから生活習慣病と捉えられます。

生活習慣病のもう一つの基準は、特定健診・特定保健指導の根拠法である「高齢者の医療の

確保に関する法律」（高確法）の施行令によるもので、メタボリックシンドローム関連の疾

患とその転帰となる循環器系の疾患が生活習慣病とされています。また、国際的には生活習

慣病という用語より非感染性疾患（Non-communicable diseases：NCDs）が標準的で、口腔

疾患も含む概念となっています 3)。 

本声明において用いられている生活習慣病は、とくに断りがない限り、公衆衛生審議会が

具申したものを用いています。 

歯科二大疾患であるう蝕と歯周病が進行すると歯の喪失に至り、咀嚼機能が低下して、健

全な食生活を営みにくくなり、糖尿病など高確法でいう生活習慣病のリスクとなります 4)。

歯科二大疾患対策は予防が可能で、主要な歯科口腔保健対策としてしっかりと取り組むこ

とにより、長期的には歯の喪失を防ぎ、健全な咀嚼機能の維持につながります。 

「歯科口腔保健は生活習慣病対策とは別物」というイメージを持っている保健関係者は

少なくないと思われますが、そうではなく、歯科口腔保健対策は高確法でいう生活習慣病の

予防対策を構成する要素といえます。最近の研究でも口腔疾患と全身性の非感染性疾患

（NCDs）の双方向の関連性が指摘されています 5)。 

  



２. 特定保健指導を行う場として歯科医療機関が活用できること。その方策として、管

理栄養士等が歯科医療機関で患者に指導することが可能であること、及び課題とし

て初回面接支援計画・実績評価を行う職種の枠を歯科専門職にも拡げること 

 

2023 年 2 月現在、歯科医師・歯科衛生士は特定保健指導における保健指導実施者とさ

れているものの、特定保健指導の初回面接・行動目標と支援計画の作成・評価を担える職種

には位置づけられていません 6,7)。 

医療給付実態調査 8)では１年間に歯科医療機関を受診する国民は半数近いことが示され

ていますし、歯科医療機関で扱う疾患の多くが食生活や喫煙など、生活習慣と密接に関連し

ていることを踏まえますと、特定保健指導の裾野を歯科医療機関に広げることは有用と考

えられます。これを実現させるためには 2 つの方法があり、その一つは管理栄養士等が歯

科受診患者の中で特定保健指導の対象となった人たちに対し歯科医療機関において指導す

るもので、実際に埼玉県で行われています 9)。もう一つは特定保健指導の初回面接・行動目

標と支援計画の作成・評価を担える職種を歯科専門職に拡大する方法で、制度改正が不可欠

になることから、経過措置期間を設け試行するなどして将来的に検討してゆく必要があり

ます。 

  



３. 咀嚼（食事をかんで食べるときの状態）が不良が疑われた受診者には、メタボリッ

クシンドロームのリスクにかかわらず歯科医療機関への受診勧奨を組織的に行うこ

と、及び速食いの（人と比較して食べる速度が速い）の受診者には、これを是正す

る保健指導が必要であること 

 

標準的な質問票の 13 番目の咀嚼（かんで食べるときの状態）において回答肢の②「歯や

歯ぐき、かみあわせなど気になる部分がありかみにくいことがある」または③「ほとんどか

めない」と回答した特定健診受診者の咀嚼機能の改善を図るためには受診者自身の行動変

容のみでは困難で、歯科医療機関を受診して歯科医師による精査と適切な治療などのサポ

ートを受けることが望ましく、「標準的な健診 ･保健指導プログラム 平成 30 年版」にもそ

の必要性が記されています 10)。しかしながら、現状では特定保健指導における保健指導従

事者の大半は歯科の専門職ではないことから、適切に歯科受診勧奨を行うには限界があり

ますので、保険者を通じて組織的に受診勧奨するのが現実的と考えられます。このような受

診勧奨システムは、奈良県で 2022 年から県下全市町村の国保加入者に対して実施されて

おり 11,12)、今後、全国展開してゆく必要があります。 

速食いの人には肥満者が多いことは明らかで 13)、この是正を図る保健指導は肥満対策に

おける行動療法のひとつとされています 14)。また、糖尿病のリスクであることも明らかに

なってきました 15)。保健指導による介入については、有効であったとする報告 16,17)がある

一方、エビデンスの質は高くなく検討の余地が大きいという見解 13)もあります。 

現状において、速食いは肥満等のリスクである蓋然性が高い反面、特定保健指導の場では

必ずしも重視されているとは言い難い状況と思われますので、方法論を検討しつつ、積極的

に保健指導してゆく必要があります。 

  



４. 多分野・多職種が連携したコモンリスクアプローチが必要であること 

 

コモンリスク（ファクター）アプローチは歯科関係者から発信された用語 18)で、多くの

生活習慣病のリスク要因が共通することから、個々の疾患を標的とするよりも、たばこなど

各リスク要因を標的として対策を講ずるほうが効果的とする考え方です。コモンリスクア

プローチという用語の歯科以外の保健関係者における認知度は必ずしも高いとはいえませ

んが、コモンリスクアプローチの考え方は公衆衛生の教科書にも記述され 19)、ある程度浸

透しています。 

喫煙と間食はメタボリックシンドロームのリスク要因として特定保健指導の場でも重視

されていますが、喫煙は歯周病の、間食による糖質摂取はう蝕のリスクであり、これらの対

策は歯科疾患予防にもつながります。 

１で述べた「歯科口腔保健対策が生活習慣病対策でもあること」はコモンリスクアプロー

チの考え方に基づくものでもありますので、この考え方は多分野・多職種の連携を図ってゆ

くためにも重要と考えられます。 

 

 

５. メタボリックシンドローム及び循環器疾患・糖尿病等の生活習慣病と歯科口腔保健

との関連および因果関係を明らかにするための研究を推進すること 

 

メタボリックシンドローム及び循環器疾患・脳血管疾患・糖尿病等の生活習慣病と歯科口

腔保健との関連についての文献レビューでは、一定の関連が認められています 5,20)。 

今後も研究を積み重ね、関連性だけでなく因果関係を明らかにしてゆく必要があります。

特定健診・特定保健指導に関しては、咀嚼（かんで食べるときの状態）や食べる速さとメタ

ボリックシンドローム等との関連について大規模な縦断データを用いた解析が可能ですの

で、データヘルスに関わる多くの人材に対して、こうした分析に関わることを促進するため

の情報発信等に努めていきたいと考えています。 

 

  



６. パーソナルヘルスレコードの利活用及び歯科口腔保健情報の充実と他分野の共有

をはじめとする医療 DX（デジタルトランスフォーメーション）を推進すること 

 

医療 DX とは、「保健・医療・介護の各段階（疾病の発症予防、受診、診察・治療・薬剤

処方、診断書等の作成、診療報酬の請求、医療介護の連携によるケア、地域医療連携、研究

開発など）において発生する情報やデータを、全体最適された基盤を通して、保健・医療や

介護関係者の業務やシステム、データ保存の外部化・共通化・標準化を図り、国民自身の予

防を促進し、より良質な医療やケアを受けられるように、社会や生活の形を変えること」と

定義されています 21)。 

厚生労働省の特定健診等ナショナル・デー夕・ベース(NDB)には，毎年約 2,500 万人以

上の匿名化された健診データ ・特定保健指導情報が登録され，特定健診・特定保健指導制

度の評価に利用されています。また現在，オンライン資格確認時のポータルサイトから、国

民が PHR（パーソナルヘルスレコード）として、特定健診データを閲覧できると共に、患

者の意思を確認した上で、医師・歯科医師等の有資格者の閲覧が可能となっています。 

このようなシステムは、国民による自らの保健・医療情報（介護含む）への容易なアクセ

スを可能とし、自らの健康維持・増進に活用できます。また、保健医療情報の共有を通した

医科歯科連携と、効率的かつ効果的な医療提供に寄与すると考えられます。 

生活習慣病予防を進める上で、医療 DX を通じて、歯科口腔保健に関する PHR の充実

とその利活用の促進が必要です。  
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